







‘Ondemand Transportation City’ Strategy for A  






























































































































































































































































































































































































































































































































































体の 31.5％であったが、第１路線開業後には 24.1％に改善し、2009（平成 21）年 4月には更に巡回ルートの
見直しと変更により 23.2％へ、2011（平成 23）年に第２路線が開業して現在の交通不便地域は 16.3％にまで
改善されている。（３）利用者数：次に 2007（平成 19）年度（営業日数 339日）の実績は、1日当り利用者











計画を策定。（２）2013（平成２５）年１０月～2015（平成２７）年３月  デマンド交通 実証運行の実施。
（３）2015（平成２７）年度 デマンド交通本運行開始（平成２７年４月～）。（４）＜利用対象＞。（５）＜




























本市 2015）。２）2004（平成 16）年度には、「バス交通勉強会」が設置され（平成 16年１月）、2005 （平成
17）年度には検討結果報告会を開催し（平成 17年２月）、バス交通勉強会の検討結果を踏まえたアンケート




















した（平成 21年 10月～12月）。７）2010（平成 22）年度には、テスト運行の結果を踏まえ、見直しなどを
検討して、デマンドバス実証運行。実証運行をスタートした（平成 22年４月～平成 23年３月）。８）2011








＜利用対象＞（４）＜運行区域＞（５）＜運行日時と台数＞（６）＜利用運賃＞大人 300円 小学生 150円 小
学生未満は無料。（７）＜予約方法＞（８）＜運行業者＞（９）＜運行システム＞「コンビニクル」順風路。 
３．利用実績 









2014（平成 26）年から 4台体制となったので、26年度は 2万 1758人と増加した。2015（平成 27）年 7月ま
での累計利用者は 7万 6199人で、女性が 5万 7336人・男性 1 万 8863人となり圧倒的に女性の利用率が 75.2％




































































































ィバスの利用者数は急増している。 2012（平成 24）年の運行時は年間 1万 9000人程度であったが、2013（平
成 25）年に 4 万 7000人、2014（平成 26）年では、5万 4000人に上昇している。2015（平成 27）年度は 6 万
人に迫る勢いで伸びている。（６）デマンド型乗合タクシーの利用状況。特に増加が顕著なのはデマンド型乗
合タクシーで、2012（平成 24）年が 1万 600人、2013（平成 25）年が 2万 9000人、2014（平成 26）年が 3
万 2000人、2015（平成 27）年は 3万 3000人の見込みである。（７）デマンド型乗合タクシーの利用は、高
齢者の利用が圧倒的に多くて、65歳以上の利用が 77.5％を占め、目的地では医療施設（病院）が 43.4％、駅
が 36.2％と多い。（８）曜日別では、月曜から金曜まで概ね平均して利用されており、平日の需要が多い。  
土曜日は少なく、家族による移動が推測される。（９）時間帯別では朝が多く、特に 10時台が最も多い。続
いて 9時台と 11時台で、これは通院と駅への移動に利用する為であり、全体の 42％を占める。 （１０）利
用登録者数は、2012（平成 24）年が 7485 人、2013（平成 25）年が 9021人、2014 （平成 26）年が 1万 1240





８．経営「加須市コミュニティバス運行事業決算資料」（加須市 2015）  



















































































































































文京区 ０　型 都心部で坂道が多い 18万9000 11.31 高 16766人／km2 20.00% 坂道問題・交通空白地帯問題の解消 全域 コミバス 100円
電車、バス、地下
鉄
浜田市 山間部でバス路線・駅までのアクセスに課題 6万1167 690 低 89人／km2 30.10% 交通空白地帯問題の解消 小地域 ワゴン車両 300円 電車、バス、
長崎市 坂道が７割・大型バスの運行困難 43万3000 338.72 低 1306人／km2 27.90%
公共施設・商業施設への交
通手段
小地域（丸善地区） ワゴン車両 200円 バス
帯広市 広大な土地に散居型 16万8000 338.72 低 27１人／km2 22.30% バス停へのアクセス可能が必須 小地域（大正地区） ワゴン車両 500円 バス
深谷市 1市３町合併し、市全体の活性化 14万7000 138.41 低 1061人／km2 21.40%
交通空白地帯の解消と交
通財政健全化
全地域 セダン車両 100円 電車、バス
古河市 1市２町合併し、市全体の活性化 14万6000 123.58 低 1185人／km2 22.20% 交通空白地帯問題の解消 全域（小地域分類） セダン・ワゴン車両 300円 電車、バス






南伊勢町 ２町合併し、海と山に挟まれた広い土地 1万4000 241.89 低 58人／km2 43.00%
バス停へのアクセスと交通
空白地帯の問題解消
全域（小地域４分類） ワゴン車両 200円～500円 バス
加須市 1市４町合併し、市全体の活性化 11万6000 133.47 低 831人／km2 22.00%
交通空白地帯の解消と交
通財政健全化
全域（小地域分類） ワゴン車両 300円 電車、バス
北本市 コンパクトで民間交通網も発達し便利 6万9000 19.84 中 3490人／km2 22.60%
交通弱者対応・交通空白地
帯の解消
全地域 セダン・ワゴン車両 300円 電車、バス























































































業者の 1 日当りの運行実績に注目すると、実証実験の 2013（平成 25）年から 2014（平成 26）年末までは、
平均 166.4人から 182.6人を乗客として利用しているが、本格稼動となった 2015（平成 27）年 4月～7月平







換しているのである。  これらから、筆者は、面積 30.0k㎡～50.0k㎡程度のコンパクトで且つ面的な特性を
持つ地域には全域型のデマンド交通が有効に機能すると論じたいのである。この面積から市の行政区を想定































3月現在、全国には 1741の区市町村が存在しており、北本市は 139位、香芝市は 149位と上位にあり、また
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